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空家等対策の推進に関する特別措置法  

空家等対策の推進に関する特別措置法  

（平成 26 年 11 月 27 日  法律第 127 号）  

（目的）   

第一条  この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観

等の地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民

の生命、身体又は財産を保護するとともに、その生活環境の保全を図り、あ

わせて空家等の活用を促進するため、空家等に関する施策に関し、国による

基本指針の策定、市町村（特別区を含む。第十条第二項を除き、以下同じ。）

による空家等対策計画の作成その他の空家等に関する施策を推進するため

に必要な事項を定めることにより、空家等に関する施策を総合的かつ計画的

に推進し、もって公共の福祉の増進と地域の振興に寄与することを目的とす

る。  

 

（定義）   

第二条  この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物

であって居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びそ

の敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。ただし、国又は

地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。   

２  この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく

保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれの

ある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なってい

る状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切で

ある状態にあると認められる空家等をいう。   

 

（空家等の所有者等の責務）   

第三条  空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の

生活環境に悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとす

る。   

（市町村の責務）   

第四条  市町村は、第六条第一項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに

基づく空家等に関する対策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適

切に講ずるよう努めるものとする。   

 

（基本指針）   

第五条  国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画

的に実施するための基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるも

のとする。   
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２  基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。   

一  空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項   

二  次条第一項に規定する空家等対策計画に関する事項   

三  その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要

な事項   

３  国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更しようと

するときは、あらかじめ、関係行政機関の長に協議するものとする。   

４  国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。   

 

（空家等対策計画）   

第六条  市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実

施するため、基本指針に即して、空家等に関する対策についての計画（以下

「空家等対策計画」という。）を定めることができる。   

２  空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。   

一  空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類そ

の他の空家等に関する対策に関する基本的な方針   

二  計画期間   

三  空家等の調査に関する事項   

四  所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項   

五  空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）

の活用の促進に関する事項   

六  特定空家等に対する措置（第十四条第一項の規定による助言若しくは指

導、同条第二項の規定による勧告、同条第三項の規定による命令又は同条

第九項若しくは第十項の規定による代執行をいう。以下同じ。）その他の

特定空家等への対処に関する事項   

七  住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項   

八  空家等に関する対策の実施体制に関する事項   

九  その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項   

３  市町村は、空家等対策計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、

これを公表しなければならない。   

４  市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び変更並びに実

施に関し、情報の提供、技術的な助言その他必要な援助を求めることができ

る。   

 

（協議会）   

第七条  市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を

行うための協議会（以下この条において「協議会」という。）を組織するこ

とができる。   
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２  協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住

民、市町村の議会の議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識

経験者その他の市町村長が必要と認める者をもって構成する。   

３  前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が

定める。  

  

（都道府県による援助）   

第八条  都道府県知事は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空

家等に関しこの法律に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対

する情報の提供及び技術的な助言、市町村相互間の連絡調整その他必要な援

助を行うよう努めなければならない。   

（立入調査等）   

第九条  市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等

の所有者等を把握するための調査その他空家等に関しこの法律の施行のた

めに必要な調査を行うことができる。   

２  市町村長は、第十四条第一項から第三項までの規定の施行に必要な限度に

おいて、当該職員又はその委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入

って調査をさせることができる。   

３  市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認

められる場所に立ち入らせようとするときは、その五日前までに、当該空家

等の所有者等にその旨を通知しなければならない。ただし、当該所有者等に

対し通知することが困難であるときは、この限りでない。   

４  第二項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、そ

の身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示し

なければならない。   

５  第二項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたもの

と解釈してはならない。   

 

（空家等の所有者等に関する情報の利用等）   

第十条  市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で

保有する情報であって氏名その他の空家等の所有者等に関するものについ

ては、この法律の施行のために必要な限度において、その保有に当たって特

定された利用の目的以外の目的のために内部で利用することができる。   

２  都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされ

ているもののうち特別区の存する区域においては都が処理するものとされ

ているもののために利用する目的で都が保有する情報であって、特別区の区

域内にある空家等の所有者等に関するものについて、当該特別区の区長から

提供を求められたときは、この法律の施行のために必要な限度において、速

やかに当該情報の提供を行うものとする。   
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３  前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があ

るときは、関係する地方公共団体の長その他の者に対して、空家等の所有者

等の把握に関し必要な情報の提供を求めることができる。   

 

（空家等に関するデータベースの整備等）   

第十一条  市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が

販売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に

悪影響を及ぼさないよう適切に管理されているものに限る。）を除く。以下

第十三条までにおいて同じ。）に関するデータベースの整備その他空家等に

関する正確な情報を把握するために必要な措置を講ずるよう努めるものと

する。   

 

（所有者等による空家等の適切な管理の促進）   

第十二条  市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、こ

れらの者に対し、情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるもの

とする。   

 

（空家等及び空家等の跡地の活用等）   

第十三条  市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する

事業を行う者が販売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除

く。）に関する情報の提供その他これらの活用のために必要な対策を講ずる

よう努めるものとする。   

 

（特定空家等に対する措置）   

第十四条  市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、

除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な

措置（そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態

又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態にない特定空家等について

は、建築物の除却を除く。次項において同じ。）をとるよう助言又は指導を

することができる。   

２  市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当

該特定空家等の状態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受

けた者に対し、相当の猶予期限を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他

周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をとることを勧告すること

ができる。   

３  市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその

勧告に係る措置をとらなかった場合において、特に必要があると認めるとき

は、その者に対し、相当の猶予期限を付けて、その勧告に係る措置をとるこ

とを命ずることができる。   
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４  市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、

その措置を命じようとする者に対し、その命じようとする措置及びその事由

並びに意見書の提出先及び提出期限を記載した通知書を交付して、その措置

を命じようとする者又はその代理人に意見書及び自己に有利な証拠を提出

する機会を与えなければならない。   

５  前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から五日以内に、

市町村長に対し、意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを

請求することができる。   

６  市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、

第三項の措置を命じようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開によ

る意見の聴取を行わなければならない。   

７  市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第三項

の規定によって命じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期

日の三日前までに、前項に規定する者に通知するとともに、これを公告しな

ければならない。   

８  第六項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自

己に有利な証拠を提出することができる。   

９  市町村長は、第三項の規定により必要な措置を命じた場合において、その

措置を命ぜられた者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないと

き又は履行しても同項の期限までに完了する見込みがないときは、行政代執

行法（昭和二十三年法律第四十三号）の定めるところに従い、自ら義務者の

なすべき行為をし、又は第三者をしてこれをさせることができる。   

１０  第三項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失が

なくてその措置を命ぜられるべき者を確知することができないとき（過失が

なくて第一項の助言若しくは指導又は第二項の勧告が行われるべき者を確

知することができないため第三項に定める手続により命令を行うことがで

きないときを含む。）は、市町村長は、その者の負担において、その措置を

自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者に行わせることができる。

この場合においては、相当の期限を定めて、その措置を行うべき旨及びその

期限までにその措置を行わないときは、市町村長又はその命じた者若しくは

委任した者がその措置を行うべき旨をあらかじめ公告しなければならない。  

１１  市町村長は、第三項の規定による命令をした場合においては、標識の設

置その他国土交通省令・総務省令で定める方法により、その旨を公示しなけ

ればならない。   

１２  前項の標識は、第三項の規定による命令に係る特定空家等に設置するこ

とができる。この場合においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識

の設置を拒み、又は妨げてはならない。   

１３  第三項の規定による命令については、行政手続法（平成五年法律第八十

八号）第三章（第十二条及び第十四条を除く。）の規定は、適用しない。   
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１４  国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適

切な実施を図るために必要な指針を定めることができる。   

１５  前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項

は、国土交通省令・総務省令で定める。   

 

（財政上の措置及び税制上の措置等）   

第十五条  国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に

関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施

に要する費用に対する補助、地方交付税制度の拡充その他の必要な財政上の

措置を講ずるものとする。   

２  国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対

策計画に基づく空家等に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必

要な税制上の措置その他の措置を講ずるものとする。   

（過料）   

第十六条  第十四条第三項の規定による市町村長の命令に違反した者は、五十

万円以下の過料に処する。   

２  第九条第二項の規定による立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した者は、二

十万円以下の過料に処する。   

 

   附  則   

（施行期日）  

１  この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で

定める日から施行する。ただし、第九条第二項から第五項まで、第十四条及

び第十六条の規定は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において

政令で定める日から施行する。   

 

（検討）  

２  政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行

の状況を勘案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討

を加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。   

 

  



8 

 

空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針  

空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針  

平成 27 年２月 26 日付け総務省・国土交通省告示第１号  

（最終改正  令和３年６月 30 日付け総務省・国土交通省告示第１号）  
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「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要な指

針（ガイドライン）  
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嘉麻市空家等対策の推進に関する特別措置法施行細則  
 

嘉麻市空家等対策の推進に関する特別措置法施行細則  

（平成 27 年 9 月 18 日  規則第 47 号）  

 

（趣旨）  

第１条  この規則は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律

第１２７号。以下「法」という。）の施行に関し、法及び空家等対策の推進

に関する特別措置法施行規則（平成２７年総務省令・国土交通省令第１号）

に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。  

 

（情報提供）  

第２条  市民は、適正に管理されていないと認められる空家等を発見したとき

は、市に対し、その情報を提供することができる。  

２  前項の情報提供については、空家等に関する情報提供書（様式第１号）を

市長に提出する方法又は口頭その他の方法により行うことができるものと

する。  

 

（立入調査）  

第３条  法第９条第３項の規定による通知は、立入調査実施通知書（様式第２

号）により行うものとする。  

２  立入調査は、空家等の敷地に立ち入り、原則として外観目視調査及び施錠

確認調査により行うものとする。ただし、外観目視調査のみで調査の目的を

果たせない場合は、当該空家等の内部に立ち入り、柱や梁等の状況の確認を

することができるものとする。  

３  立入調査は、法の施行に必要な限度において行うものとし、空家等の状態

等の確認については別表第１及び別表第２により行うものとする。  

４  法第９条第４項の規定する身分を示す証明書は、立入調査員証（様式第３

号）とする。  

（一部改正〔平成３０年規則２６号〕）  

 

（助言又は指導）  

第４条  法第１４条第１項の規定による助言は、当該空家等の所有者等に対し、

原則として口頭により行うものとする。  

２  当該空家等の所有者等に対する法第１４条第１項の規定による指導は、指

導書（様式第４号）により行うものとする。  

 

（勧告）  

第５条  前条の規定により助言又は指導を受けた者に対する法第１４条第２

項の規定による勧告は、勧告書（様式第５号）により行うものとする。  



73 

 

（命令）  

第６条  法第１４条第３項に規定する命令は、命令に係る事前の通知書（様式

第６号）により同条第４項の規定に基づく通知を行ったうえで、命令書（様

式第７号）により行うものとする。  

２  法第１４条第７項に規定する通知は、意見聴取通知書（様式第８号）によ

り行うものとする。  

 

（代執行）  

第７条  法第１４条第９項に規定する代執行は、所有者等に対して相当の履行

期限を定めた戒告書（様式第９号）を交付し、所定の期限までにその義務を

履行しない者に対し、代執行令書（様式第１０号）により通知して行うもの

とする。  

２  法第１４条第９項に規定する代執行に当たっては、執行責任者が立ち会い、

その者が執行責任者であることを示すべき執行責任者証（様式第１１号）を

携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。  

（一部改正〔平成３０年規則２６号〕）  

 

（標識の設置）  

第８条  法第１４条第１２項に規定する標識の設置は、標識（様式第１２号）

により行うものとする。  

 

（補則）  

第９条  この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。  

 

   附  則  

この規則は、公布の日から施行する。  

   附  則（平成２８年３月３１日規則第１６号）  

 この規則は、平成２８年４月１日から施行する。  

   附  則（平成３０年６月２６日規則第２６号）  

 

（施行期日）  

１  この規則は、公布の日から施行する。  

 

（様式に関する経過措置）  

２  この規則の施行の際現にあるそれぞれの規則に規定する旧様式による

用紙は、当分の間、なお所要の修正をして使用することができ、又は現に

残存するものについては、これを使用することができる。  
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別表第１（第３条関係）  

（一部改正〔平成３０年規則２６号〕）  

老朽家屋不良度評定基準  

 

所在地  調査日  調査員  

嘉麻市   年 月 日  

 

評定  

区分  

評定  

項目  
評  定  内  容   評点  

最高

評点  

① 構 造

一 般 の

程度  

 

 

 

基礎  

ア  構造耐力上主要な部分である

基礎が玉石であるもの  
10  

50 
イ  構造耐力上主要な部分である

基礎がないもの  
20  

外壁  外壁の構造が粗悪なもの  25  

② 構 造

の 腐 朽

又 は 破

損 の 程

度  

基礎、土

台、柱又

は梁  

ア  柱が傾斜しているもの、土台

又は柱が腐朽し、又は破損して

いるもの等小修理を要するもの  

25  

100 

イ  基礎に不同沈下のあるもの、

柱の傾斜が著しいもの、梁が腐

朽し、又は破損しているもの、

土台又は柱の数箇所に腐朽又は

破損があるもの等大修理を要す

るもの  

50  

ウ  基礎、土台、柱又は梁の腐朽、

破損又は変形が著しく崩壊の危

険があるもの  

100  

外壁  

ア  外壁の仕上材料の剥落、腐朽

又は破損により下地が露出して

いるもの  

15  

イ  外壁の仕上材料の剥落、腐朽

又は破損により、著しく下地が

露出しているもの又は壁体を貫

通する穴を生じているもの  

25  

屋根  

ア  屋根ぶき材料の一部に剥落又

はずれがあり、雨もりがあるも

の  

15  
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イ  屋根ぶき材料に著しい剥落が

あるもの、軒の裏板、垂木等が

腐朽又は軒が垂れ下がったもの  

25  

ウ  屋根が著しく変形したもの  50  

③ 防 火

上 又 は

避 難 上

の 構 造

の程度  

外壁  

ア  延焼の恐れがある外壁がある

もの  
10  

50 
イ  延焼のおそれがある外壁の壁

面数が３以上あるもの  
20  

屋根  
屋根が可燃性材料でふかれている

もの  
10  

④ 排 水

設備  
雨水  雨樋がないもの  10  30 

 

備考）一の評定項目につき該当評定内容が２又は３ある場合に

おいては、当該評定項目についての評点は、該当評点内容に応

ずる各評点のうち最も高い評点とする。  

合計   点  
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別表第２（第３条関係）  

（一部改正〔平成３０年規則２６号〕）  

 

空家危険度判定調査書  

 

                     調査年月日       

                     調査員氏名       

 

【調査対象空家概要】  

１．物件の所在地  嘉麻市                     

２．物件の所有者  氏名等                     

３．物件の使用途  住宅・倉庫・店舗併用・事務所・畜舎・その他（    ） 

４．物件の構造    木造・非木造（   ）   平屋・２階建・他（    ） 

  

≪倒壊危険調査（目視）≫  

項  目  危険度なし  要注意  危  険  

建物全体  傾斜、沈下なし  
傾斜・基礎・柱損

壊  
倒壊・一部倒壊  

 

≪飛散、落下物危険調査≫  

項  目  危険度なし  要注意  危  険  

屋根、瓦  損壊、ズレなし  
破損・ズレ  

(一部 ) 
軒腐朽、瓦ズレ大  

窓ガラス、窓

枠  
割れ、破損なし  

割れ・破損  

（一部）  
割れ・破損（全体） 

外  壁  剥離、破損なし  
剥離・破損  

（一部）  
剥離・破損（全体） 

その他

（   ）  
   

 

 

≪防犯、防火調査≫  

項  目  危険度なし  要注意  危  険  

扉・窓  施錠・侵入不可  開錠・侵入可能  扉、窓開放状態  

建物全体  不燃材使用  不燃材一部使用  可燃材多数使用  
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侵 入 者 形 跡

等  
形跡、情報なし  情報あり  侵入形跡あり  

 

≪内観調査≫（見える場合）  

項  目  危険度なし  要注意  危  険  

床・天井  異常なし  
腐朽・破損  

（一部）  
全体腐朽、破損大  

柱・内壁  異常なし  
腐食・亀裂  

（一部）  
全体腐食、亀裂大  

その他

（    ）  
   

 

≪周辺環境調査≫（学校・園等・公共施設・国県市道・通学路・住宅密集地等）  

項  目  危険度なし  要注意  危  険  

距離、影響度  遠い・影響ない  中ほど、影響小  近い、危険性大  

 

【総合判定・特記事項】  

危険度（   大  ・  中  ・  小  ・  なし      ）  

緊急度（  至急・３月以内・６月以内・経過観察  ）  

特記事項（                     ）  
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様式第１号（第２条関係）  

年   月   日  

 

嘉麻市長     様  

住  所  

氏  名  

連絡先  

 

 

空家等に関する情報提供書  

 

次のとおり、空家等に関する情報を提供します。  

       空家等の状態       空家等の場所  

 ≪地図等≫  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪備考≫  

 

 

※  できるだけ詳しい空家等の状態をご記入ください。また、最寄りのバス停

や公共建物など目印となるものを地図に記してください。  
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様式第２号（第３条関係）  

（一部改正〔平成３０年規則２６号〕）  

第      号  

年   月   日  

 

○○    様  

嘉麻市長        印  

 

 

立入調査実施通知書  

 

空家等対策の推進に関する特別措置法第９条第２項の規定に基づき、次のと

おり立入調査を実施するので、同条第３項の規定により通知します。  

 

１  立入調査の対象となる空家等  

 

２  立入調査の日時    年  月  日（  曜）午前・午後  時から  

 

３  立入調査の趣旨及び内容  

 

 

  



80 

 

様式第３号（第３条関係）  

 

第    号  

立入調査員証  

 

所   属   

職   名  （写真）  

氏   名  

生年月日     年  月  日  

 

 上記の者は、空家等対策の推進に関する特別措置法第９条第２項の規定に

基づく立入調査の権限を有する者であることを証明する。  

 

     年   月   日発行（    年   月   日まで有効）  

 

嘉麻市長  ○○○○     印  

   ※証明書の大きさは、縦８０㎜  横１００㎜  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

刻
印 
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様式第４号（第４条関係）  

（一部改正〔平成３０年規則２６号〕）  

第      号  

年   月   日  

 

 様  

嘉麻市長        印  

 

 

指  導  書  

 

あなたの所有する下記空家等は、空家等対策の推進に関する特別措置法第２

条第２項に規定する「特定空家等」に該当すると認められました。  

ついては、下記のとおり速やかに周辺の生活環境の保全を図るために必要な

措置をとるよう、同法第１４条第１項の規定に基づき指導します。  

 

記  

１  対象となる特定空家等  

所在地       

用  途       

所有者等の住所及び氏名  

            

２  指導に係る措置の内容  

 

 

３  指導に至った事由  
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様式第５号（第５条関係）  

（一部改正〔平成３０年規則２６号〕）  

第      号  

年   月   日  

 

  様  

嘉麻市長       印  

 

 

勧  告  書  

 

あなたの所有する下記空家等は、空家等対策の推進に関する特別措置法第２

条第２項に定める「特定空家等」に該当すると認められたため、あなたに対し

て対策を講じるように指導してきたところでありますが、現在に至っても改善

がなされていません。  

ついては、下記のとおり速やかに周辺の生活環境の保全を図るために必要な

措置をとるよう、同法第１４条第２項の規定に基づき勧告します。  

 

記  

１  対象となる特定空家等  

所在地       

用  途       

所有者等の住所及び氏名  

            

２  勧告に係る措置の内容  

 

３  勧告に至った事由  

 

４  勧告の責任者     

            

５  措置の期限       年   月   日  

・  上記５の期限までに上記２に示す措置を実施した場合は、遅滞なく上記４

に示す者まで報告をすること。  

・  上記５の期限までに正当な理由がなくて上記２に示す措置をとらなかった

場合は、法第１４条第３項の規定に基づき、当該措置をとることを命ずる

ことがあります。上記１に係る敷地が、地方税法第３４９条の３の２の規

定に基づき、住宅用地に対する固定資産税の課税標準の特例の適用を受け

ている場合にあっては、本勧告により、当該敷地について、当該特例の対

象から除外されることとなります。  
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様式第６号（第６条関係）  

（一部改正〔平成３０年規則２６号〕）  

第      号  

年   月   日  

 

○○  ○○    様  

嘉麻市長        印  

 

 

命令に係る事前の通知書  

 

あなたの所有する下記空家等は、空家等対策の推進に関する特別措置法第２

条第２項に定める「特定空家等」に該当すると認められたため、  年   月   

日付け  第   号により必要な措置をとるよう勧告しましたが、現在に至って

も当該措置がなされていません。  

このまま措置が講じられない場合には、同法第１４条第３項の規定に基づき、

下記のとおり当該措置をとることを命令することになりますので通知します。 

なお、あなたは、同法第１４条第４項の規定に基づき、本件に関し意見書及

び自己に有利な証拠を提出することができるとともに、同条第５項の規定に基

づき、本通知の交付を受けた日から５日以内に、嘉麻市長に対し、意見書の提

出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる旨、申し

添えます。  

 

記  

１  対象となる特定空家等  

所在地       

用  途       

所有者等の住所及び氏名  

            

２  命じようとする措置の内容  

 

  （何をどのようにするのか、具体的に記載）  

３  命ずるに至った事由  

 

４  意見書の提出及び公開による意見の聴取の請求先  

   送付先：嘉麻市上臼井４４６番地１  

５  意見書の提出期限     年   月   日  

 

・  上記２に示す措置を実施した場合は、遅滞なく上記４に示す者まで報告を

すること。  
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様式第７号（第６条関係）  

（一部改正〔平成２８年規則１６号・３０年２６号〕）  

第      号  

年   月   日  

 

○○  ○○   様  

嘉麻市長        印  

 

 

命  令  書  

 

あなたの所有する下記空家等は、空家等対策の推進に関する特別措置法第２

条第２項に定める「特定空家等」に該当すると認められたため、  年   月   

日付け  第   号により、同法第１４条第３項の規定に基づく命令を行う旨事

前に通知しましたが、現在に至っても通知した措置がなされていないとともに、

当該通知に示した意見書等の提出期限までに意見書等の提出がなされません

でした。  

ついては、下記のとおり措置をとることを命令します。  

 

記  

１  対象となる特定空家等  

所在地       

用  途       

所有者等の住所及び氏名  

            

２  措置の内容  

 

３  命ずるに至った事由  

 

４  命令の責任者    嘉麻市○○課長  ○○  ○○  

           連絡先：○○○○－○○－○○○○  

５  措置の期限    年   月   日  

 

・  上記２に示す措置を実施した場合は、遅滞なく上記４に示す者まで報告を

すること。  

・  本命令に違反した場合は、同法第１６条第１項の規定に基づき、５０万円

以下の過料に処せられます。  

・  上記５の期限までに上記２の措置を履行しないとき、履行しても十分でな

いとき、又は履行しても同期限までに完了する見込みがないときは、同法
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第１４条第９項の規定に基づき、当該措置について行政代執行の手続に移

行することがあります。  

・  この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の

翌日から起算して３月以内に嘉麻市長に対し審査請求をすることができ

ます。  
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様式第８号（第６条関係）  

（一部改正〔平成３０年規則２６号〕）  

第      号  

年   月   日  

○○市○○町○○番地  

○○  ○○    様  

嘉麻市長        印  

 

 

意見聴取通知書  

 

下記のとおり公開による意見の聴取を空家等対策の推進に関する特別措置

法第１４条第６項の規定により実施するので、同条第７項の規定により通知し

ます。  

 

記  

１  対象となる特定空家等  

所在地       

用  途       

所有者等の住所及び氏名  

            

２  措置の内容  

 

３  意見聴取の日時及び場所  

日  時  

場  所  

嘉麻市○○課長  宛  

   送付先：嘉麻市上臼井４４６番地１  
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様式第９号（第７条関係）  

（一部改正〔平成２８年規則１６号・３０年２６号〕）  

第      号  

   年   月   日  

○○市○○町○○番地  

○○  ○○    様  

嘉麻市長        印  

 

 

戒  告  書  

 

あなたに対し   年   月   日付け  第   号により貴殿の所有する下

記特定空家等の（除却） ※を行うよう命じました。この命令を    

年   月   日までに履行しないときは、空家等対策の推進に関する特別措

置法第１４条第９項の規定に基づき、下記特定空家等の（除却） ※を執行いた

しますので、行政代執行法第３条第１項の規定によりその旨戒告します。  

なお、代執行に要する全ての費用は、行政代執行法第５条の規定に基づき貴

殿から徴収します。また、代執行によりその物件及びその他の資材について損

害が生じても、その責任は負わないことを申し添えます。  

 

記  

特定空家等  

（１）所在地    

（２）用 途   

（３）構 造   

（４）規 模   

（５）所有者の住所及び氏名  

 

・この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌

日から起算して３月以内に嘉麻市長に対し審査請求をすることができます。  
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様式第１０号（第７条関係）  

（一部改正〔平成２８年規則１６号・３０年２６号〕）  

第      号  

年   月   日  

○○市○○  ○○    様  

嘉麻市長        印  

 

代執行令書  

 

年  月  日付け  第  号によりあなたの所有する下記特定空家等を  

年  月  日までに（除却） ※するよう戒告しましたが、指定の期日までに義務

が履行されませんでしたので、空家等対策の推進に関する特別措置法第１４条

第９項の規定に基づき、下記のとおり代執行を行いますので、行政代執行法第

３条第２項の規定により通知します。  

また、代執行に要する全ての費用は、行政代執行法第５条の規定に基づ

き貴殿から徴収します。また、代執行によりその物件及びその他の資材につい

て損害が生じても、その責任は負わないことを申し添えます。  

記  

１  （除却）※する物件  

    

２  代執行の時期  

    年   月   日から    年   月   日まで  

３  執行責任者  

    

４  代執行に要する費用の概算見積額  

 

・この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌

日から起算して３月以内に嘉麻市長に対し審査請求をすることができます。  
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様式第１１号（第７条関係）  

（一部改正〔平成３０年規則２６号〕）  

第   号  

執行責任者証  

 

課長  

上記の者は、下記の行政代執行の執行責任者であることを証する。  

    年   月   日  

                 嘉麻市長        印  

記  

１．代執行をなすべき事項  

 代執行令書（   年   月   日付け  第   号）記載の建築物の除却  

２  代執行をなすべき時期  

   年   月   日から   年   月   日までの間                            

   ※証の大きさは、縦８０㎜  横１００㎜  
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様式第１２号（第８条関係）  

（一部改正〔平成３０年規則２６号〕）  

標   識  

 

下記特定空家等の所有者は、空家等対策の推進に関する特別措置法第１４条

第３項の規定に基づき措置をとることを、  年   月   日付け  第   号

により、命ぜられています。  

 

記  

 

１  対象となる特定空家等  

所在地       

用  途       

 

２  措置の内容  

  （何をどのようにするのか、具体的に記載）  

３  命ずるに至った事由  

  （老朽危険家屋がどのような状態にあって、どのような悪影響を  

４  命令の責任者    嘉麻市○○課長  ○○  ○○  

           連絡先：○○○○－○○－○○○○  

５  措置の期限    年   月   日  
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嘉麻市老朽空家等の適正管理に関する条例  
 

嘉麻市老朽空家等の適正管理に関する条例  

（平成 27 年 9 月 18 日  条例 35 号）  

 

（目的）  

第１条  この条例は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律

第１２７号。以下「法」という。）の対象にならない老朽空家等の適正管理

に関し、必要な事項を定めることにより、老朽空家等が周辺の生活環境に悪

影響を及ぼすこと及び倒壊等の事故、犯罪、火災等を防止し、もって市民の

良好な生活環境の保全及び安全で安心な暮らしの実現に寄与することを目

的とする。  

（一部改正〔平成３０年条例２８号〕）  

 

（定義）  

第２条  この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。  

(１ ) 老朽空家等  市内に所在する長屋建住宅（一つの建築物に２以上の住

戸があり、各世帯の使用する部分が独立し、各世帯間の往来が内部からは

不可能であり、かつ、建築物の出入口から住戸の玄関に至る階段、廊下な

どの共用部分がないものをいう。）及び共同住宅（一つの建築物に２以上

の住戸があり、各世帯の使用する部分が独立し、各世帯間の往来が内部か

らは不可能であり、かつ、建物の出入口から住戸の玄関に至る階段、廊下

等の共用部分を有するものをいう。）の住戸又はこれらに附属する工作物

であって、居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及び

その敷地で法の対象にならないものをいう。  

(２ ) 特定老朽空家等  そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険とな

るおそれのある状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置する

ことが不適切である状態にあると認められる老朽空家等をいう。  

(３ ) 所有者等  所有者、占有者、相続人、財産管理人その他の老朽空家等

を管理すべき者をいう。  

 

（所有者等の責務）  

第３条  所有者等は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、老朽空家等

の適切な管理に努めるものとする。  

 

（禁止行為）  

第４条  何人も、他人が所有し、占有し、又は管理する老朽空家等及びその敷

地に侵入して破壊する行為その他特定老朽空家等となることを促進する行

為をしてはならない。  
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（情報提供）  

第５条  市民（市内に居住する者、市内に滞在する者及び市内に通勤通学する

者をいう。）は、適正に管理されていないと認められる老朽空家等を発見し

たときは、市に対し、その情報を提供することができる。  

 

（立入調査等）  

第６条  市長は、前条の規定による情報の提供を受けたとき又は適正に管理さ

れていないと認められる老朽空家等があると認めるときは、当該老朽空家等

の所有者等を把握するための調査その他老朽空家等に関しこの条例の施行

のために必要な調査を行うことができる。  

２  市長は、前項の規定による所有者等の調査において必要があると認めると

きは、市が保有する老朽空家等の所有者等の情報について、この条例の施行

に必要な限度において、自ら利用し、又は提供することができる。  

３  市長は、次条及び第８条の規定の施行に必要な限度において、職員又はそ

の委任した者に老朽空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせるこ

とができる。  

４  市長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者に老朽空家等と認

められる場所に立ち入らせようとするときは、その５日前までに、当該老朽

空家等の所有者等にその旨を通知しなければならない。ただし、当該所有者

等に対し通知することが困難であるときは、この限りでない。  

５  第３項の規定により老朽空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者

は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを

提示しなければならない。  

６  第３項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたもの

と解釈してはならない。  

（一部改正〔平成３０年条例２８号〕）  

 

（助言又は指導）  

第７条  市長は、特定老朽空家等の所有者等に対し、当該特定老朽空家等に関

し、除却、修繕その他周辺の生活環境保全を図るために必要な措置（そのま

ま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態にない特定

老朽空家等については、建築物の除却を除く。次条において同じ。）をとる

よう助言又は指導をすることができる。  

 

（勧告）  

第８条  市長は、前条の規定による助言又は指導をした場合において、なお当

該特定老朽空家等の状態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導

を受けた者に対し、相当の猶予期限を付けて、除却、修繕その他周辺の生活

環境の保全を図るために必要な措置をとることを勧告することができる。  

２  市長は、前項の規定による勧告をしようとするときは、あらかじめ、嘉麻
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市空家等対策協議会条例（平成２７年嘉麻市条例第  号）第１条に規定する

嘉麻市空家等対策協議会の意見を聴かなければならない。  

（一部改正〔平成３０年条例２８号〕）  

 

（緊急安全措置）  

第９条  市長は、特定老朽空家等による倒壊等危険な状態が切迫し、かつ、人

の生命、身体又は財産に被害が及ぶことを防止するために緊急の必要がある

と認めるときは、法令の定めるところにより、当該被害の発生を防止するた

めに必要な最小限度の措置をとることができる。  

 

（関係機関との連携）  

第１０条  市長は、この条例の施行に必要があると認めるときは、警察、消防

その他の関係機関に協力を求めることができる。  

 

（当事者による解決との関係）  

第１１条  この条例は、老朽空家等の所有者等及び当該老朽空家等に関する紛

争の相手方（以下「当事者」という。）が、当事者同士の合意、訴訟その他

の当事者による当該紛争の解決を図ることを妨げるものではない。  

 

（委任）  

第１２条  この条例の施行に関し、必要な事項は、規則で定める。  

（一部改正〔平成３０年条例２８号〕）  

   附  則  

 この条例は、公布の日から施行する。  

附  則（平成３０年６月２６日条例第２８号）  

 この条例は、公布の日から施行する。  

 

  



94 

 

嘉麻市老朽空家等の適正管理に関する条例施行規則  
 

嘉麻市老朽空家等の適正管理に関する条例施行規則  

（平成 27 年 9 月 18 日  規則第 46 号）  
 

（趣旨）  

第１条  この規則は、嘉麻市老朽空家等の適正管理に関する条例（平成２７年

嘉麻市条例第３５号。以下｢条例｣という。）の施行に関し、必要な事項を定

めるものとする。  

（一部改正〔平成３０年規則２６号〕）  

 

（情報提供）  

第２条  条例第５条による情報提供については、老朽空家等に関する情報提供

書（様式第１号）を市長に提出する方法又は口頭その他の方法により行うこ

とができるものとする。  

 

（立入調査）  

第３条  条例第６条第４項の規定による通知は、立入調査実施通知書（様式第

２号）により行うものとする。  

２  立入調査は、老朽空家等の敷地に立ち入り、原則として外観目視調査及び

施錠確認調査により行うものとする。ただし、外観目視調査のみで調査の目

的を果たせない場合は、当該老朽空家等の内部に立ち入り、柱や梁等の状況

の確認をすることができるものとする。  

３  立入調査は、条例の施行に必要な限度において行うものとし、老朽空家等

の状態等の確認については別表第１及び別表第２により行うものとする。  

４  条例第６条第５項に規定する身分を示す証明書は、立入調査員証（様式第

３号）とする。  

（一部改正〔平成３０年規則２６号〕）  

 

（助言又は指導）  

第４条  条例第７条の規定による助言は、当該老朽空家等の所有者等に対し、

原則として口頭により行うものとする。  

２  当該老朽空家等の所有者等に対する条例第７条の規定による指導は、指導

書（様式第４号）により行うものとする。  

 

（勧告）  

第５条  前条の規定により助言又は指導を受けた者に対する条例第８条の規

定による勧告は、勧告書（様式第５号）により行うものとする。  

 

（補則）  

第６条  この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。  
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   附  則  

この規則は、公布の日から施行する。  

 

別表第１（第３条関係）  

（一部改正〔平成３０年規則２６号〕）  

老朽家屋不良度評定基準  

 

所在地  調査日  調査員  

嘉麻市   年 月 日  

 

評定  

区分  

評定  

項目  
評  定  内  容   評点  

最高

評点  

① 構 造

一 般 の

程度  

 

 

 

基礎  

ア  構造耐力上主要な部分である

基礎が玉石であるもの  
10  

50 
イ  構造耐力上主要な部分である

基礎がないもの  
20  

外壁  外壁の構造が粗悪なもの  25  

② 構 造

の 腐 朽

又 は 破

損 の 程

度  

基礎、土

台、柱又

は梁  

ア  柱が傾斜しているもの、土台

又は柱が腐朽し、又は破損して

いるもの等小修理を要するもの  

25  

100 

イ  基礎に不同沈下のあるもの、

柱の傾斜が著しいもの、梁が腐

朽し、又は破損しているもの、

土台又は柱の数箇所に腐朽又は

破損があるもの等大修理を要す

るもの  

50  

ウ  基礎、土台、柱又は梁の腐朽、

破損又は変形が著しく崩壊の危

険があるもの  

100  

外壁  

ア  外壁の仕上材料の剥落、腐朽

又は破損により下地が露出して

いるもの  

15  

イ  外壁の仕上材料の剥落、腐朽

又は破損により、著しく下地が

露出しているもの又は壁体を貫

通する穴を生じているもの  

25  
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屋根  

ア  屋根ぶき材料の一部に剥落又

はずれがあり、雨もりがあるも

の  

15  

イ  屋根ぶき材料に著しい剥落が

あるもの、軒の裏板、垂木等が

腐朽又は軒が垂れ下がったもの  

25  

ウ  屋根が著しく変形したもの  50  

③ 防 火

上 又 は

避 難 上

の 構 造

の程度  

外壁  

ア  延焼の恐れがある外壁がある

もの  
10  

50 
イ  延焼のおそれがある外壁の壁

面数が３以上あるもの  
20  

屋根  
屋根が可燃性材料でふかれている

もの  
10  

④ 排 水

設備  
雨水  雨樋がないもの  10  30 

 

備考）一の評定項目につき該当評定内容が２又は３ある場合に

おいては、当該評定項目についての評点は、該当評定内容に応

ずる各評点のうち最も高い評点とする。  

合計   点  
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別表第２（第３条関係）  

（一部改正〔平成３０年規則２６号〕）  

 

空家危険度判定調査書  

 

                     調査年月日       

                     調査員氏名       

 

【調査対象空家概要】  

１．物件の所在地  嘉麻市                     

２．物件の所有者  氏名等                     

３．物件の使用途  住宅・倉庫・店舗併用・事務所・畜舎・その他（    ） 

４．物件の構造    木造・非木造（   ）   平屋・２階建・他（    ） 

  

≪倒壊危険調査（目視）≫  

項  目  危険度なし  要注意  危  険  

建物全体  傾斜、沈下なし  
傾斜・基礎・柱損

壊  
倒壊・一部倒壊  

 

≪飛散、落下物危険調査≫  

項  目  危険度なし  要注意  危  険  

屋根、瓦  損壊、ズレなし  
破損・ズレ  

(一部 ) 
軒腐朽、瓦ズレ大  

窓ガラス、窓

枠  
割れ、破損なし  

割れ・破損  

（一部）  
割れ・破損（全体） 

外  壁  剥離、破損なし  
剥離・破損  

（一部）  
剥離・破損（全体） 

その他

（   ）  
   

 

 

≪防犯、防火調査≫  

項  目  危険度なし  要注意  危  険  

扉・窓  施錠・侵入不可  開錠・侵入可能  扉、窓開放状態  

建物全体  不燃材使用  不燃材一部使用  可燃材多数使用  
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侵 入 者 形 跡

等  
形跡、情報なし  情報あり  侵入形跡あり  

 

≪内観調査≫（見える場合）  

項  目  危険度なし  要注意  危  険  

床・天井  異常なし  
腐朽・破損  

（一部）  
全体腐朽、破損大  

柱・内壁  異常なし  
腐食・亀裂  

（一部）  
全体腐食、亀裂大  

その他

（    ）  
   

 

≪周辺環境調査≫（学校・園等・公共施設・国県市道・通学路・住宅密集地等）  

項  目  危険度なし  要注意  危  険  

距離、影響度  遠い・影響ない  中ほど、影響小  近い、危険性大  

 

【総合判定・特記事項】  

危険度（   大  ・  中  ・  小  ・  なし      ）  

緊急度（  至急・３月以内・６月以内・経過観察  ）  

特記事項（                     ）  
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様式第１号（第２条関係）  

年   月   日  

 

嘉麻市長     様  

住  所  

氏  名  

連絡先  

 

 

老朽空家等に関する情報提供書  

 

次のとおり、老朽空家等に関する情報を提供します。  

老朽空家等の状態  老朽空家等の場所  

 ≪地図等≫  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪備考≫  

 

※  できるだけ詳しい老朽空家等の状態をご記入ください。また、最寄りのバ

ス停や公共建物など目印となるものを地図に記してください。  
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様式第２号（第３条関係）  

第      号  

年   月   日  

 

○○    様  

嘉麻市長        印  

 

 

立入調査実施通知書  

 

嘉麻市老朽空家等の適正管理に関する条例第６条第３項の規定に基づき、次

のとおり立入調査を実施するので、同条第４項の規定により通知します。  

 

１  立入調査の対象となる老朽空家等  

 

２  立入調査の日時    年  月  日（  曜）午前・午後  時から  

 

３  立入調査の趣旨及び内容  
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様式第３号（第３条関係）  

 

第    号  

立入調査員証  

 

所   属   

職   名  （写真）  

氏   名  

生年月日     年  月  日  

 

 上記の者は、嘉麻市老朽空家等の適正管理に関する条例第６条第３項の規

定に基づく立入調査の権限を有する者であることを証明する。  

 

     年   月   日発行（    年   月   日まで有効）  

 

嘉麻市長  ○○○○     印  

   ※証明書の大きさは、縦８０㎜  横１００㎜  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

刻
印 
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様式第４号（第４条関係）  

（一部改正〔平成３０年規則２６号〕）  

第      号  

年   月   日  

 

 様  

嘉麻市長        印  

 

 

指  導  書  

 

あなたの所有する下記老朽空家等は、嘉麻市老朽空家等の適正管理に関する

条例第２条第２号に規定する「特定老朽空家等」に該当すると認められました。 

ついては、下記のとおり速やかに周辺の生活環境の保全を図るために必要な

措置をとるよう、同条例第７条の規定に基づき指導します。  

 

記  

１  対象となる特定老朽空家等  

所在地       

用  途       

所有者等の住所及び氏名  

            

２  指導に係る措置の内容  

 

 

３  指導に至った事由  
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様式第５号（第５条関係）           

（一部改正〔平成３０年規則２６号〕）  

第      号  

年   月   日  

 

  様  

嘉麻市長       印  

 

勧  告  書  

 

あなたの所有する下記老朽空家等は、嘉麻市老朽空家等の適正管理に関する

条例第２条第２号に定める「特定老朽空家等」に該当すると認められたため、

あなたに対して対策を講じるように指導してきたところでありますが、現在に

至っても改善がなされていません。  

ついては、下記のとおり速やかに周辺の生活環境の保全を図るために必要な

措置をとるよう、同条例第８条の規定に基づき勧告します。  

 

記  

１  対象となる特定老朽空家等  

所在地       

用  途       

所有者等の住所及び氏名  

            

２  勧告に係る措置の内容  

 

３  勧告に至った事由  

 

４  勧告の責任者     

            

５  措置の期限       年   月   日  

・  上記５の期限までに上記２に示す措置を実施した場合は、遅滞なく上記４

に示す者まで報告をすること。  
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嘉麻市空家等対策協議会条例  
 

嘉麻市空家等対策協議会条例  

（平成 27 年 9 月 18 日  条例第 36 号）  
 

（設置）  

第１条  空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号。

以下「法」という。）第７条の規定に基づき、空家等に関する総合的な施策

及び嘉麻市老朽空家等の適正管理に関する条例（平成２７年嘉麻市条例第３

５号。以下「条例」という。）第２条第１号に規定する老朽空家等の対策に

ついて協議を行い、空家等対策の推進に資するため、嘉麻市空家等対策協議

会（以下「協議会」という。）を設置する。  

 

（所掌事務）  

第２条  協議会は、市長の諮問等に応じ、次に掲げる事項について調査し、及

び審議する。  

(１ ) 法第６条に規定する空家等対策計画の作成及び変更に関する事項  

(２ ) 法第１４条に規定する特定空家等に対する措置（同条第２項の規定に

よる勧告、同条第３項の規定による命令、同条第６項に規定する公開によ

る意見の聴取、又は同条第９項若しくは第１０項の規定による代執行をい

う。）に関する事項  

(３ ) 条例第２条第１号に規定する老朽空家等対策計画の作成及び変更に

関する事項  

(４ ) 条例第８条に規定する勧告に関する事項  

(５ ) その他空家等対策の推進に関し、市長が特に必要と認める事項  

（一部改正〔平成３０年条例３０号〕）  

 

（組織）  

第３条  協議会は、会長及び委員１２人以内をもって組織する。  

２  会長は市長をもって充て、副会長は委員の互選により定める。  

３  委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。  

(１ ) 市議会議員  １人以内  

(２ ) 識見を有する者  ４人以内  

(３ ) 公共的団体等が推薦する者  ３人以内  

(４ ) 関係行政機関職員  ２人以内  

(５ ) 市民からの公募による者  ２人以内  

（一部改正〔平成３０年条例３０号〕）  

 

 （会長及び副会長）  

第４条  会長は、会務を総理する。  

２  副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は欠けたときは、その



105 

 

職務を代理する。  

（一部改正〔平成３０年条例３０号〕）  

 

（委員の任期）  

第５条  委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けたと

きの補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

２  委員が、委嘱されたときの当該身分を失った場合は、委員を辞したものと

みなす。  

（一部改正〔平成３０年条例３０号〕）  

 

（守秘義務）  

第６条  委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた

後も、また、同様とする。  

（全部改正〔平成３０年条例３０号〕）  

 

（庶務）  

第７条  協議会の庶務は、主管課において処理する。  

（全部改正〔平成３０年条例３０号〕）  

 

（委任）  

第８条  この条例の施行に関し、協議会の運営に必要な事項は、規則で定める。 

（全部改正〔平成３０年条例３０号〕）  

 

   附  則  

 この条例は、公布の日から施行する。  

附  則（平成２８年６月２８日条例第２６号）  

 この条例は、公布の日から施行する。  

附  則（平成３０年６月２６日条例第３０号）抄  

（施行期日）  

１  この条例は、公布の日から施行する。  
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嘉麻市空家等対策計画策定部会設置要綱  
 

嘉麻市空家等対策計画策定部会設置要綱  
 

（設置）  

第１条  嘉麻市空家等対策協議会条例（平成２７年嘉麻市条例第３６号。以下

「条例」という。）第７条の規定に基づき、嘉麻市空家等対策計画策定部会

（以下「部会」という。）を設置する。  

 

（所掌事務）  

第２条  部会は、次に掲げる事項について調査・検討を行う。  

(１ ) 計画の策定に関する事項  

 (２ ) その他計画の策定に関して必要な事項  

 

（部会長及び副部会長）  

第３条  部会に部会長及び副部会長各 1 人を置く。  

２  部会長は、部会の委員の互選により定める。  

３  副部会長は、部会の委員のうちから部会長が指名する。  

４  部会長は、会務を総理し、部会を代表する。  

５  副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故があるとき又は部会長が欠け

たときは、その職務を代理する。  

 

（会議）  

第４条  部会の会議は、部会長が招集し、部会長が議長となる。  

２  部会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。  

３  部会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。  

 

（意見の聴取等）  

第５条  部会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、

意見を聴き又は資料の提出を求めることができる。  

 

（庶務）  

第６条  部会の庶務は、防災対策課において処理する。  

 

（その他）  

第７条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、部会長が会議に諮って

定める。  

 

附  則  

この要綱は、平成２８年６月２８日から施行する。  
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嘉麻市空家対策本部設置要綱  
 

嘉麻市空家対策本部設置要綱  

 

（設置）  

第１条  本市の老朽危険空き家（以下「空家」という。）に関し、庁内の関係

部局間の連携・協力による適切かつ総合的な対策を図るため、嘉麻市空家対

策本部（以下「本部」という。）を設置する。  

 

（所掌事務）  

第２条  本部の所掌事務は、次の各号に掲げるとおりとする。  

(１ ) 空家の緊急安全措置に関すること。  

 (２ ) 空家に関する防災及び防犯上の予防対策に関すること。  

 (３ ) その他空家の総合的な対策に関すること。  

 

（組織）  

第３条  本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって組織する。  

(１ ) 本部長  総合調整監（総務財政及び市民環境担当）  

 (２ ) 副本部長  総合調整監（産業建設担当）  

 (３ ) 本部員  土木課、住宅課、防災対策課及び環境課から各２人程度（課

長及び課長が指名する者）  

 

（本部長及び副本部長の職務）  

第４条  本部長は、本部を統括する。  

２  副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるとき又は欠けたとき  

は、その職務を代理する。  

 

（会議）  

第５条  本部の会議は、本部長が招集し、本部長が議長となる。  

２  本部の会議は、委員の過半数の出席により成立する。  

３  本部の会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは議長  

の決するところによる。  

 

（専門家の出席）  

第６条  本部長が空家の総合的な対策に関し専門的な事項に係る意見が必要

と認めるときは、本部の会議に委員以外の職員又は専門家を出席させること

ができるものとする。  

 

（庶務）  

第７条  本部の庶務は防災対策課において処理する。  
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（その他）  

第８条  この要綱に定めるもののほか、本部の運営に関し必要な事項は、本部

長が会議に諮って定める。  

 

附  則  

この要綱は、平成２６年８月１１日から施行する。  

  附  則  

この要綱は、平成２６年１０月６日から施行する。  

  附  則  

この要綱は、平成２７年１月１日から施行する。  
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まち・ひと・しごと創生  

嘉麻市人口ビジョン・ 

第２期総合戦略 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年３月 

福岡県嘉麻市 
 

【抜  粋】 
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４．『「嘉麻市に行きたい！住みたい！」と思える魅

力あるまちづくりを行う』の具体的施策  

（１）基本目標  

基本目標２  「嘉麻市に行きたい！住みたい！」と思える
魅力ある まちづくりを行う  

基本目標２の数値目標として、「純移動数」（転入－転出）を設定します。  

指標  目標  基準値  推計値  目標値  

純移動数  

推計値よりも、5 年間

で社会減を 630 人抑

制する  

△2,071 人

（H22→

H27）  

△1,543 人  

（Ｒ 2→

R7）  

△913 人  

（Ｒ2→

R7）  

嘉麻市の純移動数の基準値（平成 22 年→平成 27 年）は、△2,071 人

となっています。また、「平成 27 年→令和 2 年」以降の純移動数の推計

値については、社人研準拠推計によると下記のグラフのようになっていま

す。  

本戦略の取組を行うことにより、推計値よりも、5 年間で社会減を 630

人抑制していくことを目標とします。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：・「 S55→ S60」から「 H22→ H27」まで：「都道府県及び市町村別  性別  年齢階級別人口、

純移動数、純移動率（昭和 55（ 1980）～平成 27（ 2015）年」  （「国勢調査」における

２時点の人口データ等から、性別、年齢階級別の移動状況（純移動数）を推計したもの）  

   ・「 H27→Ｒ 2」以降：社人研推計準拠の推計値  
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（２）基本的な考え方  
東京圏に在住する 20 代～30 代の既婚男女で、地方への移住に興味があ

る人を対象に行われた一般社団法人移住・交流推進機構（ JOIN）の調査

によると、移住先で望む制度として、「引っ越し費用（敷金礼金含む）の

補助」と「自宅購入費用の補助」が 24.2％で最も多く、次いで「一定期

間の家賃補助」が 22.8％で続きます。移住に伴う支出の中で多くを占め

る住宅に関連する補助を挙げたのが 75.4％と全体の４分の３以上である

ことから、住宅に関する支援制度により、移住希望者の関心が高まると思

われます。  

本市には、マイホーム取得の支援制度があることから、移住希望者に対

し、支援制度や空家情報などを積極的に発信するとともに、子育て世代の

転入・定住を図るため、民間活力を活用した宅地分譲に取り組みます。  

また、本市は、福岡県を代表する河川である遠賀川の源流を有し、豊か

な自然や農産物、ふるさとを感じる田舎らしさなど、都市圏の住民にとっ

ての癒しの時間を提供できる要素があります。着地型観光や体験型観光の

ＰＲ、ふるさと納税の推進など、交流人口・関係人口増を図ります。  

 

（３）具体的な施策・施策ごとの重要業績評価指標  

施策２ -①  移住・定住の促進  

空家バンクの登録物件数増を図るとともに、移住フェア等に参加し、移住

希望者に対し支援制度などの情報を積極的に発信します。また、ＰＦＩ等

の官民連携事業による宅地整備など、分譲地整備に取り組み、移住・定住

を促進します。  

 

重要業績評価指標（ KPI）  基準値  目標値  

分譲地整備区画数  0 区画（H30）  5 年間に 50 区画  

 

施策２ -②  若年層向けの住まいの確保  

子育て世代の転入や定住促進を図るため、「嘉麻市転入者等住まい応援交

付金制度」を継続して実施し、マイホーム取得を金銭的に支援します。ま

た、若年層の新婚世帯に対し、新居の家賃・引越費用等を補助し、嘉麻市

での居住を促します。  

 

重要業績評価指標（ KPI）  基準値  目標値  

転入者等住まい応援交付金事業

活用者数  
60 件（H30）  5 年間に 190 件  
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施策２ -③  観光の活性化、ふるさと納税等を通じた関係人口

の増加  

嘉麻市特有の観光資源を活用した着地型観光を推進することにより、交流

人口を拡大し、市内への移住・定住に繋げます。日本山岳遺産に認定され

た「嘉穂アルプス」や足白ボルダリングセンター「 K-WALL」などのＰＲ

に取り組むとともに、ふるさと納税制度を活用した寄附を広く募り、市の

特産品ＰＲを推進するとともに関係人口を増やします。  

 

重要業績評価指標（ KPI）  基準値  目標値  

観光拠点施設年間利用者数  10,733 人（H30） 21,870 人（R6）  

 

施策２ -④  嘉麻ブランドの構築及びプロモーションの推進  

嘉穂アルプスに代表される山々や遠賀川の源流など、嘉麻市の強みである

豊かな自然に育まれた農産物、歴史・文化等の地域資源を活用し、市を広

くＰＲするためブランド化を図り、プロモーションを行うことにより、市

の認知度とイメージの向上を図ります。また、ＳＮＳ等を活用し、積極的

に情報発信を行います。  

 

重要業績評価指標（ KPI）  基準値  目標値  

年間観光入込客数  104 万人（H30）  163 万人（R6）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

嘉穂アルプス  

Ｋ -ＷＡＬＬ  
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嘉麻市特定空家等解体撤去補助金交付規程  
 

嘉麻市特定空家等解体撤去補助金交付規程  

（平成 28 年 4 月 1 日  告示第 31 号）  

 

（目的）  

第１条  この告示は、市民の安全で安心な暮らしの実現を図ることに寄与する

ため、市内の特定空家等の解体撤去を行う者に対する、予算の範囲内におけ

る嘉麻市特定空家等解体撤去補助金（以下「補助金」という。）の交付に関

し、必要な事項を定めることを目的とする。  

（一部改正〔令和元年告示６２号〕）  

 

（定義）  

第２条  この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。  

（１） 特定空家等  空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法

律第１２７号）第２条第２項に規定する特定空家等及び嘉麻市老朽空家

等の適正管理に関する条例（平成２７年嘉麻市条例第３５号）第２条第

２号に規定する特定老朽空家等で、当該空家が倒壊し、又はその建築材

等が落下し、若しくは飛散することにより、人の生命、身体又は財産に

被害を及ぼすおそれのある状態のもの  

（２）  所有者等  特定空家等の所有者又は管理者  

（３） 解体撤去業者  市内に本店、営業所又は事務所その他これに類する

施設を有し、特定空家等の解体撤去を行う資格を有する者  

 

（補助対象者）  

第３条  補助金の交付を受けることができる者は、市内に現存する特定空家等

の所有者等であって、次の各号に掲げる要件のいずれにも該当するものとす

る。  

（１）  解体撤去業者に解体撤去を依頼すること。  

（２） 補助金の交付申請時に申請者及び申請者と同一世帯に属する者であ

って、嘉麻市建設工事等競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則

（平成１８嘉麻市規則第１６６号）第６条第２号に規定する市税等（以

下「市税等」という。）に滞納がないこと。  

（３） 同一敷地及び同一の世帯において、この補助金の交付を受けていな

いこと。  

２  前項の規定にかかわらず、所有者等又は所有者等の属する世帯の世帯員が

嘉麻市暴力団等追放推進条例（平成２１年嘉麻市条例第２４号）第２条第２

号から第５号までに規定する団体又は者に該当すると認められるときは、補

助金の交付を受けることができない。  
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（一部改正〔令和元年告示６２号〕）  

 

（補助対象特定空家等）  

第４条  補助金の対象となる特定空家等は、次の各号に掲げる要件のいずれに

も該当するものとする。  

（１） 嘉麻市空家等対策の推進に関する特別措置法施行細則（平成２７年

嘉麻市規則第４７号）別表第１又は嘉麻市老朽空家等の適正管理に関す

る条例施行規則（平成２７年嘉麻市規則第４６号）別表第１の評点の合

計点数が１００点以上であること。  

（２） 建築物に所有権以外の権利が設定されていないこと。ただし、権利

を有する者からの承諾を得たものを除く。  

（３） 国、地方公共団体及び独立行政法人等が所有権を有していない建築

物であること。  

（４） 公共事業等による移転、建替え等の補償の対象となっていないこと。 

 

（補助対象経費）  

第５条  補助金交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、

前条に該当する特定空家等に関し、解体撤去業者による建築物の解体撤去に

要した経費とする。ただし、補助対象経費の算定については、床面積１平方

メートル当たり１０，０００円を上限とし、算出した補助対象経費に１，０

００円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。  

２  当該特定空家等について、他の制度による給付を受けるときは、特定空家

等の解体撤去に要した経費からその額を除くものとする。  

 

（補助金の額等）  

第６条  補助金の額は、補助対象経費の２分の１以内とし、５０万円を限度と

する。  

２  前項の規定により算出した補助金額に１，０００円未満の端数があるとき

は、これを切り捨てる。  

 

（補助金の交付申請）  

第７条  補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、嘉

麻市特定空家等解体撤去補助金交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書

類を添付し、市長に提出しなければならない。  

（１）  特定空家等解体撤去実施計画書（様式第２号）  

（２）  特定空家等の位置図  

（３）  特定空家等の解体撤去経費の見積書の写し  

（４）  特定空家等の現況写真  

（５） 特定空家等に係る登記事項証明書又は固定資産税課税台帳記載事項

証明書  
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（６）  誓約及び納付状況等調査同意書（様式第３号）  

（７）  その他市長が必要と認める書類  

２  申請者は、前項の申請について代理人に委任することができる。この場合

において、申請者は委任状（様式第４号）を提出しなければならない。  

（一部改正〔令和元年告示６２号〕）  

 

（補助金の交付決定）  

第８条  市長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、その内容を

審査し、現地調査のうえ、補助金交付の可否を決定し、嘉麻市特定空家等解

体撤去補助金（交付・不交付）決定通知書（様式第５号）により申請者に通

知するものとする。  

 

（補助金の交付申請の変更）  

第９条  補助金の交付決定を受けた申請者（以下「交付決定者」という。）は、

補助金の内容を変更しようとするときは、直ちに嘉麻市特定空家等解体撤去

補助金交付変更承認申請書（様式第６号）に、次に掲げる書類を添えて、市

長に提出しなければならない。  

（１）  特定空家等解体撤去変更実施計画書（様式第７号）  

（２）  特定空家等の解体撤去経費の見積書の写し  

（３）  特定空家等の現況写真  

（４）  その他市長が必要と認める書類  

（一部改正〔令和元年告示６２号〕）  

 

（補助金の交付申請の変更承認等）  

第１０条  市長は、前条の規定による変更承認申請があったときは、その内容

を審査し、変更の可否を決定し、嘉麻市特定空家等解体撤去補助金交付変更

（承認・不承認）決定通知書（様式第８号）により申請者に通知するものと

する。  

（一部改正〔令和元年告示６２号〕）  

 

（完了報告）  

第１１条  交付決定者は、特定空家等の解体撤去が完了したときは、特定空家

等解体撤去完了報告書（様式第９号）に、次に掲げる書類を添付して、解体

撤去完了の日から３０日を経過した日又は補助金の交付決定の通知を受け

た日の属する年度の２月末日のいずれか早い日までに、市長に提出しなけれ

ばならない。  

（１）  特定空家等の解体撤去経費の請求書又は領収書の写し  

（２）  特定空家等の解体撤去後の写真  

（３） 特定空家等の解体撤去に伴う産業廃棄物処理に関する処分証明書類

の写し  
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（４）  その他市長が必要と認める書類  

 

（補助金の額の確定）  

第１２条  市長は、完了報告を受けた場合は、その内容を審査し、適当と認め

たときは、補助金の額を確定し、嘉麻市特定空家等解体撤去補助金交付額確

定通知書（様式第１０号）により、交付決定者に通知するものとする。  

 

（補助金の請求）  

第１３条  前条の通知を受けた交付決定者は、速やかに請求書（様式第１１号）

を市長に提出し、補助金の交付を受けるものとする。  

 

（交付決定の取消し）  

第１４条  市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めるとき

は、補助金交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。  

（１）  この告示の規定に違反したとき。  

（２）  偽りその他不正の手段により補助金の交付決定を受けたとき。  

（３）  補助金を他の用途に使用したとき。  

（４）  その他市長が補助金の交付を不適当と認めたとき。  

 

（補助金の返還）  

第１５条  市長は、補助金交付決定の全部又は一部を取り消した場合において、

既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずるものと

する。  

 

（嘉麻市補助金等交付規則との関係）  

第１６条  この告示に定めのない補助金の交付手続等については、嘉麻市補助

金等交付規則（平成１８年嘉麻市規則第４９号）の定めによらなければなら

ない。  

（追加〔令和元年告示６２号〕）  

 

（補則）  

第１７条  この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。  

（一部改正〔令和元年告示６２号〕）  

 

附  則  

この告示は、平成２８年４月１日から施行する。  

附  則（令和元年１０月１日告示第６２号）  

この告示は、平成２８年４月１日から施行する。  

 （施行期日）  

１  この告示は、令和元年１０月１日から施行する。  
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 （経過措置）  

２  この告示の施行の際現に手続中の補助金等は、なお従前の例による。  
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様式第１号（第７条関係）  

年   月   日  

嘉麻市長   様  

 

住  所            

氏  名         ○印   

電話番号           

 

 

嘉麻市特定空家等解体撤去補助金交付申請書  

 

下記のとおり、嘉麻市特定空家等解体撤去補助金の交付を受けたいので、嘉

麻市特定空家等解体撤去補助金交付規程第７条第１項の規定に基づき、関係書

類を添えて申請します。  

 

記  

１建築物所在地  嘉麻市  

２建築物所有者   

３所有者との続柄  □  本人  □配偶者  □子  □孫  □その他（      ）  

４補助対象経費              円   

５補助金交付申請額              円   

６解体撤去実施計画  様式第２号に記載のとおり  

添付書類  

（１）  特定空家等解体撤去実施計画書（様式第２号）  

（２）  特定空家等の位置図  

（３）  特定空家等の解体撤去経費の見積書の写し  

（４）  特定空家等の現況写真  

（５） 特定空家等に係る登記事項証明書又は固定資産税課税台帳記載  事項

証明書  

（６）  納付状況調査同意書（様式第３号）  

（７）  その他市長が必要と認める書類  
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様式第２号（第７条関係）  

 

特定空家等解体撤去実施計画書  

 

１  特定空家等の解体撤去工事概要  

建築物所在地  嘉麻市  

建築物所有者   

 

解体撤去業者  

所在地   

会社名   

電話番号   

解体撤去工事着手予定          年    月    日  

解体撤去工事完了予定          年    月    日  

２  特定空家等の概要  

延べ面積                       ㎡  

階数  地上     階  ・  地下       階  

構造        造  ・  一部       造  

３  交付申請額の算出方法               （単位：円）  

項  目  事業費  
補助対象  

経費 (A) 

補助率  

(B) 

交付申請額  

(A)×(B）＝ (C) 

解体撤去工事  
  １ /２   

(D)５００，０００  円  

   

(C) と (D)

ど ち ら か

少ない額  

 

（１）事業費は、実際に要する事業費を記載すること。  

（２）補助対象経費（ A）は、補助対象となる特定空家等の解体及び撤去に要

する費用を記載すること。ただし、補助対象経費（ A）の算定について

は、床面積１平方メートル当たり１０，０００円を上限とし、１，００

０円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てること。（庭木の撤

去、土地の整地等は含みません。）  

（３）交付申請額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨

てること。  
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様式第３号 (第７条関係 ) 

（全部改正〔令和元年告示６２号〕）  

誓約及び納付状況等調査同意書  

 年   月   日  

嘉  麻  市  長   様  

                    申請者  

                     住   所               

                     氏   名         ㊞   

            

嘉麻市特定空家等解体撤去補助金を申請するに当たり、申請者と申請者と

同一世帯の者は、下記のとおり、誓約及び同意をします。  

 

記  

１．  申請者と申請者と同一世帯の者の住民票及び末尾記載の市税等の納付

状況について、嘉麻市が調査することに同意します。  

２．  申請者と申請者と同一世帯の者は、嘉麻市暴力団等追放条例（平成２１

年嘉麻市条例第２４条）第２条第２号から第５号までに規定する者又は団

体に該当しないことを誓約するとともに、その該当の有無について、嘉麻

市が調査することに同意します。  

 

誓約及び調

査同意者の

署名等 

氏   名  生 年 月 日 

申 請 者

と の 続

柄  

備  考  

申請者     年  月  日    

申請者と同

一世帯の者  

   年  月  日    

   年  月  日    

   年  月  日    

 年  月  日    

 年  月  日    

   年  月  日    

  注 )上欄には、必ず各自が自筆しなければなりません。  
   場合によっては、調査同意等の権限者からの同意書等が必要となること
があります。  
 

市税等     

市民税  固定資産税  軽自動車税  

国民健康保険税  市営住宅使用料  保育料  

学童保育所利用料  道路占用料  市有土地・建物貸付料  

国有地転貸料  水道料金  農道・水路等占用料  
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学校給食費  介護保険料  中小企業振興資金償還金  

住宅新築資金償還金  住宅改修資金償還金  宅地取得資金償還金  

後期高齢者医療保険料  災害援護資金償還金  福祉電話使用料  

汚水処理施設使用料  ケーブルネットワーク基本料金・付加料金  

市営住宅退去時補修費  老人保護措置費入所負担金  

老人居室整備資金貸付

金  
奨学資金貸付金（連帯債務含む。）  

公の施設の利用又は行政財産の目的外使用許可に係る使用料  

その他の市に納付又は納入すべき全ての公共料金等  
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様式第４号（第７条関係）  

年   月   日  

嘉麻市長   様  

 

住  所            

氏  名         ○印   

電話番号           

 

 

委   任   状  

 

嘉麻市特定空家等解体撤去補助金交付規程第７条第２項の規定により、次の

者を代理人に指定し、その権限を次のとおり委任します。  

 

代理人  

 住      所  

 又は会社所在地  

 

 氏      名  

又は会社名及び担当者名 

電 話 番 号 

 

 委任する事項（①・②のいずれかを消すこと）  

 ①申請・届出等に係る一切の権限  

 ②次に記載する事項のみ  

 

 

 

 

※解体撤去業者等が代理人となる場合は、住所、氏名及び電話番号は勤務先

について記載すること。  
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様式第５号（第８条関係）  

第   号  

年   月   日  

 

住  所  

氏  名         様  

嘉麻市長       □印   

 

嘉麻市特定空家等解体撤去補助金（交付・不交付）決定通知書  

 

年   月   日に提出された嘉麻市特定空家等解体撤去補助金交付申

請について、下記のとおり決定したので嘉麻市特定空家等解体撤去補助金交付

規程第８条の規定により、通知します。  

 

記  

１  決定内容     ・交付  

          ・不交付  

            理由：  

 

２  交付決定額                 円  

３  交付方法     口座振込  

４  交付条件等  

（１）  本補助金を、嘉麻市特定空家等解体撤去補助金交付規程第５条に規定

された補助対象経費以外の経費に充ててはならない。  

（２）  実施計画を変更する場合は、事前に市長の承認を受けなければならな

い。  

（３）  事業が完了したときは、速やかに完了報告書を提出すること。  

（４）  嘉麻市特定空家等解体撤去補助金交付規程及び嘉麻市補助金交付規

則に違反した場合は、補助金の全部又は一部を返還すること。  

（５） この決定に不服がある場合は、この通知を受け取った日の翌日から起

算して３月以内に嘉麻市長に対し審査請求をすることができる。  
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様式第６号（第９条関係）  

年   月   日  

 

嘉麻市長   様  

 

住  所            

氏  名         ○印   

電話番号           

 

嘉麻市特定空家等解体撤去補助金交付変更承認申請書  

年   月   日付け   第   号にて交付決定を受けた嘉麻市特定

空家等解体撤去補助金の内容について、変更の承認を受けたく、嘉麻市特定空

家等解体撤去補助金交付規程第９条の規定により、関係書類を添えて、下記の

とおり申請します。  

 

記  

１建築物所在地  嘉麻市  

２建築物所有者   

３所有者との続柄  □本人  □配偶者  □子  □孫  □その他（      ）  

４補助対象経費  

当  初               円   

変  更               円   

増減額               円  

５補助金交付  

申請額  

当  初  円   

変  更  円   

増減額               円  

６  変更概要   

７  解体撤去変更計画  様式第７号に記載のとおり  

添付書類  

（１）  特定空家等解体撤去変更実施計画書（様式第７号）  

（２）  特定空家等の解体撤去経費の見積書の写し  

（３）  特定空家等の現況写真  

（４）  その他市長が必要と認める書類  
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様式第７号（第９条関係）  

 

特定空家等解体撤去変更実施計画書  

 

１  特定空家等の解体撤去工事概要  

建築物所在地  嘉麻市  

建築物所有者   

 

解体撤去業者  

所在地   

会社名   

電話番号   

解体撤去工事着手予定          年    月    日  

解体撤去工事完了予定          年    月    日  

２  特定空家等の概要  

延べ面積                       ㎡  

階数  地上     階  ・  地下       階  

構造        造  ・  一部       造  

３  交付申請額の算出方法               （単位：円）  

項  目  事業費  
補助対象  

経費 (A) 

補助率  

(B) 

交付申請額  

(A)×(B)＝ (C) 

解体撤去工事  
  １ /２   

(D) ５００，０００  円  

 

  (C) と (D)

ど ち ら か

少ない額  

 

（１）事業費は、実際に要する事業費を記載すること。  

（２）補助対象経費（ A）は、補助対象となる特定空家等の解体及び撤去に要

する費用を記載すること。ただし、補助対象経費（ A）の算定について

は、床面積１平方メートル当たり１０，０００円を上限とし、１，００

０円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てること。（庭木の撤

去、土地の整地等は含みません。）  

（３）交付申請額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨

てること。  
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様式第８号（第１０条関係）  

第   号  

年   月   日  

 

住  所  

氏  名         様  

嘉麻市長       □印   

 

嘉麻市特定空家等解体撤去補助金交付変更（承認・不承認）決定通知書  

 

年   月   日に提出された嘉麻市特定空家等解体撤去補助金交付

変更承認申請について、下記のとおり決定したので嘉麻市特定空家等解体撤去

補助金交付規程第１０条の規定により、通知します。  

 

記  

１  決定内容     ・承認  

          ・不承認  

            理由：  

 

２  交付決定額               円  

３  交付方法     口座振込  

４  交付条件  

（１）  本補助金を、嘉麻市特定空家等解体撤去補助金交付規程第５条に規定

された補助対象経費以外の経費に充ててはならない。  

（２）  事業が完了したときは、速やかに完了報告書を提出すること。  

（３）  嘉麻市特定空家等解体撤去補助金交付規程及び嘉麻市補助金交付規

則に違反した場合は、補助金の全部又は一部を返還すること。  

（４） この決定に不服がある場合は、この通知を受け取った日の翌日から起

算して３月以内に嘉麻市長に対し審査請求をすることができる。  
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様式第９号（第１１条関係）  

年   月   日  

 

嘉麻市長   様  

住  所            

氏  名         ○印   

電話番号           

 

 

特定空家等解体撤去完了報告書  

 

年   月   日付け   第   号にて交付決定を受けた嘉麻市特定空家

等解体撤去補助金について、解体撤去工事が完了しましたので、嘉麻市特定空

家等解体撤去補助金交付規程第１１条の規定により、関係書類を添えて下記の

とおり報告します。  

 

記  

１建築物所在地  嘉麻市  

２建築物所有者   

３所有者との続柄  
□本人  □配偶者  □子  □孫  

□その他（             ）  

４補助対象経費                   円  

５補助金交付申請額                   円  

 

添付書類  

（１）  特定空家等の解体撤去経費の請求書又は領収書の写し  

（２）  特定空家等の解体撤去後の写真  

（３）  特定空家等の解体撤去に伴う産業廃棄物処理に関する処分証明書類

の写し  

（４）  その他市長が必要と認める書類  
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様式第１０号（第１２条関係）  

第   号  

年   月   日  

 

住  所  

氏  名         様  

嘉麻市長       □印   

 

 

嘉麻市特定空家等解体撤去補助金交付額確定通知書  

 

年   月   日に提出された特定空家等解体撤去完了報告書を審査し

た結果、当該補助金の額について、下記のとおり確定したので、嘉麻市特定空

家等解体撤去補助金交付規程第１２条の規定により、通知します。  

 

記  

 

 補助金交付確定額                  円  
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様式第１１号（第１３条関係）  

年   月   日  

 

嘉麻市長   様  

住  所            

氏  名         ○印   

電話番号           

 

 

請  求  書  

 

年   月   日付け   第   号により補助金の交付決定を受けた解

体撤去について、下記のとおり嘉麻市特定空家等解体撤去補助金交付規程第１

３条の規定により、補助金の交付を請求いたします。  

 

記  

 

１  請求額                    円  

 

２  振込先  

金融機関名  
 

 
支店名  

 

 

預金種別  
普通  当座   

その他（      ）  
口座番号  

 

 

フリガナ  
 

 

口座名義  
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嘉麻市木造戸建て住宅耐震改修等補助金交付規程  
 

嘉麻市木造戸建て住宅耐震改修等補助金交付規程  

（平成 30 年 1 月 10 日  告示第 1 号）  

 

（趣旨目的）  

第１条  この告示は、市内の木造戸建て住宅の耐震改修等の促進を図るため、

改修等を行う者に対する、予算の範囲内における嘉麻市木造戸建て住宅耐震

改修等補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し、必要な事項を定め

ることを目的とする。  

（一部改正〔平成３０年告示９号・令和元年６２号〕）  

 

（定義）  

第２条  この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。  

（１） 耐震診断  一般財団法人日本建築防災協会が定める木造住宅の耐震

診断と補強方法の一般診断法又は精密診断法の基準に基づき、建築物の

地震に対する安全性を評価することをいう。  

（２） 耐震改修工事  耐震診断の結果、上部構造評点が１．０未満の木造

戸建て住宅について、建築物全体又は１階部分の上部構造評点が１．０

以上になるよう補強する工事及びこれに伴う耐震設計（工事監理を含む。）

をいう。  

（３） 耐震シェルター等  地震による住宅の倒壊から生命を守るための装

置で、国又は地方公共団体等により一定の評価を受けた耐震シェルター、

防災ベッド及びその他市長が認めるものをいう。  

（４） 木造戸建て住宅  在来軸組構法、伝統的構法及び枠組み壁工法（ツ

ーバイフォー工法をいう。）で建築された木造の一戸建て住宅（店舗等の

用途を兼ねるものは、店舗等の用途に供する部分の床面積が、建築物全

体の床面積の２分の１未満であるものを含む。）をいう。  

（５）  高齢者等  次のいずれかに該当する者をいう。  

 ア  65 歳以上の者  

 イ  身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規

定により身体障害者手帳の交付を受けている者  

 ウ  精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３

号）第４５条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受

けている者  

 エ  福岡県療育手帳交付要綱（昭和４９年２月１９日４８児第１８９３号

福岡県民生活部長通知）により療養手帳の交付を受けている者  

 オ  介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１９条第１項の規定により

要介護認定を受けている者  
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（６） 施行者  木造戸建て住宅の所有者その他市長が住宅の耐震改修が必

要と認める者で、耐震改修工事又は耐震シェルター等の購入及び設置（以

下「工事等」という。）を行うものをいう。  

 （一部改正〔平成３０年告示９号〕）  

 

（補助対象者）  

第３条  補助対象者は、施行者のうち、次の各号に掲げる要件のいずれにも該

当するものとする。  

（１）  嘉麻市建設工事等競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則

（平成１８年嘉麻市規則第１６６号）第６条第２号に規定する市税等（以

下「市税等」という。）を滞納していないこと。  

（２）  嘉麻市暴力団員等追放推進条例（平成２１年嘉麻市条例第２４号）

第２条第４号に規程する暴力団員又は同条第５号に規程する暴力団関係

者でないこと。  

（一部改正〔平成３０年告示９号・令和元年６２号〕）  

 

（補助対象住宅）  

第４条  補助金の交付対象となる木造戸建て住宅は、市内に存するものであっ

て、次の各号に掲げる要件のいずれにも該当するものとする。  

（１） 昭和５６年５月３１日以前に建築又は工事着工したもの（昭和５６

年６月１日以後に増築等を行ったものを含む。）であること。  

（２） 過去に市の住宅耐震改修の補助金の交付を受けて改修された住宅で

ないこと。  

（３） 工事等により建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）及び関係法

令の規定に違反しないものであること。  

（４） 耐震改修工事の場合にあっては居住者又は居住する予定の者が耐震

シェルター等の購入及び設置の場合にあっては居住している高齢者等又

は居住する予定の高齢者等がいること。  

（全部改正〔平成３０年告示９号〕）  

 

（補助対象経費）  

第５条  補助金の交付の対象となる経費は、工事等に要する費用とする。  

（一部改正〔平成３０年告示９号・令和元年６２号〕）  

 

（補助金の額等）  

第６条  補助金の額は、工事等の内容に応じ、それぞれ次の各号に掲げる額（そ

の額に 1,000 円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てた額）とする。 

（１） 耐震改修工事  当該耐震改修工事に要する経費の５０パーセント以

内の額とし、６０万円を上限とする。  

（２） 耐震シェルター等の購入及び設置  当該購入及び設置要する経費の
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４６パーセント以内の額とし、３０万円を上限とする。  

（全部改正〔平成３０年告示９号〕）  

 

（工事等の事前協議）  

第７条  補助金の交付を受けようとする施行者（以下「申請者」という。）は、

工事等に関する契約を締結する前に、当該工事等について市長と必要な協議

を行い、その内容について助言を受けなければならない。  

（一部改正〔平成３０年告示９号〕）  

 

（補助金の交付申請）  

第８条  申請者は、嘉麻市木造戸建て住宅耐震改修等補助金交付申請書（様式

第１号）に関係書類を添えて、市長に交付申請を行うものとする。  

（全部改正〔平成３０年告示９号〕）  

 

（補助金の交付又は不交付の決定）  

第９条  市長は、前条の規定により補助金の交付の申請があったときは、その

内容を審査し、補助金の交付又は不交付を決定しなければならない。  

２  市長は、前項の規定により交付を決定したときは嘉麻市木造戸建て住宅耐

震改修等補助金交付決定通知書（様式第２号）により、不交付を決定したと

きは嘉麻市木造戸建て住宅耐震改修等補助金不交付決定通知書（様式第３号）

により、当該申請者に通知しなければならない。  

３  市長は、第１項の規定により交付決定する場合において必要があるときは、

補助金の交付について条件を付けることができる。  

（一部改正〔平成３０年告示９号〕）  

 

（補助金交付申請の取下げ）  

第１０条  前条第１項の規定により補助金の交付決定を受けた申請者（以下

「交付決定者」という。）は、事情により補助事業を中止し、又は廃止する

場合においては、速やかに嘉麻市木造戸建て住宅耐震改修等補助金交付申請

取下届（様式第４号）により市長に届け出なければならない。  

２  前項の規定による取下げの届出があったときは、前条第１項の規定による

交付決定を取り消すものとする。  

（一部改正〔平成３０年告示９号〕）  

 

（工事等の変更）  

第１１条  交付決定者は、事情により工事等の内容を変更するときは、速やか

にその変更の内容について市長と協議をしなければならない。  

２  交付決定者は、前項に規定する場合において、交付決定を受けた額の変更

を伴うときは、必要に応じて嘉麻市木造戸建て住宅耐震改修補助金交付変更

申請書（様式第６号）に関係書類を添えて市長に提出しなければならない。 
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３  市長は、前項の規定による補助金交付変更申請があったときは、その内容

を審査し、その結果を嘉麻市木造戸建て住宅耐震改修補助金交付変更審査結

果通知書（様式第７号）により当該交付決定者に通知するものとする。  

（一部改正〔平成３０年告示９号〕）  

 

（工事等の遂行）  

第１２条  交付決定者は、補助金の交付決定の内容及びこれに付された条件に

従い、適切に工事等を行わなければならない。  

（一部改正〔平成３０年告示９号〕）  

 

（検査等）  

第１３条  市長は、必要と認める場合においては、工事等の工程を指定し、検

査を実施することができる。  

２  市長は、前項の規定による検査の結果、当該工事等が適切に行われていな

いと認める場合には、当該工事等が適切に行われるよう交付決定者に指導す

るものとする。  

（一部改正〔平成３０年告示９号〕）  

 

（実績報告）  

第１４条  交付決定者は、工事等が完了したときは、速やかに嘉麻市木造戸建

て住宅耐震改修等補助金事業完了実績報告書（様式第７号）に関係書類を添

えて、市長に報告しなければならない。  

（一部改正〔平成３０年告示９号〕）  

 

（補助金の額の確定）  

第１５条  市長は、前条の規定による実績報告を受けた場合において、その報

告に係る工事等の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付けた条件に

適合するものであるかどうかを調査確認し、適合すると認めたときは、交付

すべき補助金の額を確定し、嘉麻市木造戸建て住宅耐震改修等補助金額確定

通知書（様式第８号）により当該交付決定者に通知しなければならない。  

（一部改正〔平成３０年告示９号〕）  

 

（補助金の請求）  

第１６条  前条の規定による通知を受けた交付決定者は、嘉麻市木造戸建て住

宅耐震改修等補助金交付請求書（様式第９号）に関係書類を添えて市長に提

出し、補助金の交付を請求するものとする。  

（一部改正〔平成３０年告示９号〕）  

 

（補助金の交付）  

第１７条  市長は、前条の規定による請求書の提出があったときは、補助金を
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交付するものとする。  

（一部改正〔平成３０年告示９号〕）  

 

（補助金の交付決定の取消し）  

第１８条  市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めるとき

は、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。  

（１）  偽りその他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。  

（２）  補助金をこの告示の目的以外の用途に使用したとき。  

（３）  第１３条第２項の規定による指導に従わないとき。  

（４）  その他市長が不適当と認める事由が生じたとき。  

２  前項（第３号を除く。）の規定は、第１５条に定める補助金の額の確定を

行った後においても適用する。  

３  市長は、前２項の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、嘉麻

市木造戸建て住宅耐震改修等補助金交付決定取消通知書（様式第１０号）に

より当該交付決定者に通知しなければならない。  

（一部改正〔平成３０年告示９号・令和元年６２号〕）  

 

（補助金の返還）  

第１９条  市長は、前条第１項及び第２項の規定により補助金の交付決定を取

り消した場合において、当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付さ

れているときは、嘉麻市木造戸建て住宅耐震改修等補助金返還命令書（様式

第１１号）により期限を定めてその返還を命じることができる。  

（一部改正〔平成３０年告示９号〕）  

 

（書類の整備及び保存）  

第２０条  補助金の交付を受けた施行者は、補助金の使途に関する領収書その

他の関係書類を整備し、補助金の交付決定を受けた年度の終了後５年間保存

しなければならない。  

 

（嘉麻市補助金等交付規則との関係）  

第２１条  この告示に定めのない補助金の交付手続等については、嘉麻市補助

金等交付規則（平成１８年嘉麻市規則第４９号）の定めによらなければなら

ない。  

（追加〔令和元年告示６２号〕）  

 

（補則）  

第２２条  この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

（一部改正〔令和元年告示６２号〕）  
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附  則  

（施行期日）  

１  この告示は、公布の日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。  

（この告示の失効）  

２  この告示は、令和６年３月３１日限り、その効力を失う。  

（一部改正〔平成３０年告示９号・令和３年１４号〕）  

 

附  則（平成３０年３月２０日告示９号）  

この告示は、平成３０年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正

規定は、交付の日から施行する。  

附  則（令和元年１０月１日告示第６２号）  

（施行期日）  

１  この告示は、令和元年１０月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この告示の施行の際現に手続中の補助金等は、なお従前の例による。  

附  則（令和３年３月１５日告示第１４号）  

この告示は、交付の日から施行する。  

 

 

 


